
「居宅介護支援事業所アリス福山北」 

重要事項説明書 

１  居宅介護支援の目的

   事業者（居宅介護支援事業者）は、介護保険法等の関係法令に従い、利用者に対して可

能な限り居宅においてその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むために必要な

居宅サービスが適切に利用出来るよう、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するととも

に、当該計画に基づいて適切な居宅サービスの提供が確保されるよう、サービス事業者

等との連絡調整その他便宜を提供します。  

２  事業所のサービスの方針等  

（１）事業所の介護支援専門員は、可能な限り利用者の居宅において、その置かれる環境な

どに応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多

様な事業所から、総合的かつ効率的に提供されるよう援助を行います。  

（２）事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立っ

て利用者に提供されるサービス等が特定の種類又は、特定の居宅サービス事業者等に不

当に偏することのないよう、公正中立に行います。また、市町、他の居宅介護支援事業者、

介護保険施設、特定相談支援事業者、地域包括支援センターなどとの連携に努めるものと

します。  

（３）利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、指定居宅介護支援の提供の

開始に際し、あらかじめ居宅サービス計画が利用者の希望に基づき作成されるものであり、

利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができます。また、

利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明

を求めることができることを説明し、理解を得るものとします。  

３  居宅介護支援の内容

（１）  居宅サービス計画の作成  

（２）居宅サービス事業者その他との連絡調整  

（３）  その他の便宜の提供  

（４）要介護認定等の申請代行  

（５）サービス実施状況把握、評価  

４  居宅サービス計画の作成  

（１）  介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案の作成開始にあたり、当該地域における

居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を利用者又はその家

族に提供します。また、その際には利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求めること、及び当該事業所をケアプランに位置づけた理由を求めることができま

す。  



（２）  介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案を作成するに当たっては、利用者及びそ

の家族へ訪問して面接を行い、利用者に対する居宅介護支援を行ううえで解決すべき課

題を把握し、提供されるサービスの目標，その達成時期、サービスを提供する上での留意

事項等を盛り込みます。  

（３）  介護支援専門員は、サービス担当者会議（居宅サービス計画の原案に位置づけ

た居宅サービス事業者を招集して行う会議をいう。）を開催して、居宅サービス計画の原

案の内容について、居宅サービス事業者から専門的な意見を求めます。  

（４）  介護支援専門員は、前項の原案に盛り込まれた居宅サービス等について、介護

保険の対象となるかどうかを区分したうえで、その種類、内容、利用料等について利用

者に対して説明を行います。  

（５）  事業者は、介護支援専門員に前項に定める事項を履行させた後、文書により利

用者の最終的な同意を得ます。また、利用者から同意を得た居宅サービス計画を利用

者及び居宅サービス計画に位置づけた居宅サービス事業者に交付します。  

  （６）サービス事業者から利用者の心身または生活の状況に係る情報（服薬状況・口腔機能

など）のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治医などに提供します。  

（７）利用者宅を月１回訪問し、実施状況の把握を行い、モニタリングの結果を記録します。  

 

５ 市町への届出  

この居宅介護支援のサービスを受ける際には、その旨を市町に届け出て、被保険者証

に記載する必要があります。具体的な手続は、介護支援専門員にご相談ください。  

 

６  利用料その他の費用  

  居宅介護支援費（Ⅰ）  

 居宅介護支援費  Ⅰ  居宅介護支援費  Ⅱ  居宅介護支援費  Ⅲ  

取扱い件数 (担当者 ) ４５件未満  ４５件以上６０件未満  ６０件以上  

要介護１・2 １０，８６０  円  ５，４４０   円  ３，２６０  円  

要介護3・4・5 １４，１１０  円  ７，０４０   円  ４，２２０  円  

 

居宅介護支援費（Ⅱ）  

 居宅介護支援費  Ⅰ  居宅介護支援費  Ⅱ  居宅介護支援費  Ⅲ  

取扱い件数 (担当者 ) ５０件未満  ５０件以上６０件未満  ６０件以上  

要介護１・2 １０，８６０  円  ５，２７０   円  ３，１６０  円  

要介護3・4・5 １４，１１０  円  ６，８３０   円  ４，１００  円  

 

※居宅介護支援費（Ⅱ）：国民健康保険中央会が運用・管理を行う「ケアプランデータ連携シス

テム」の利用および事務職員の配置を行っている場合  

 

○加算  

 ①   新規に居宅サービス計画を作成した場合もしくは要介護状態区分が２段階以上変更と

なった場合  ３，０００円  

②   特定事業所医療介護連携加算  １，２５０円  

③   入院時情報連携加算  （Ⅰ）２，５００円  



                   （Ⅱ）２，０００円  

   

 

④   退院・退所加算   

 カンファレンス参加  無  カンファレンス参加  有  

連携1回 ４，５００円  ６ ,０００円  

連携2回  ６ ,０００円  ７，５００円  

連携3回   ９，０００円  

 

 ⑤   緊急時居宅カンファレンス加算    ２，０００円（ひと月に２回まで）  

 ⑥   ターミナルケアマネジメント加算    ４，０００円  

 ⑦   通院時情報連携加算   ５００円（ひとつき１回まで）  

 ⑧   特定事業所加算  （Ⅰ）５，１９０円   （Ⅱ）４，２１０円   （Ⅲ）３，２３０円  

      特定事業所加算Ａ  １，１４０円  

                  

（1）居宅介護支援については、利用者の負担はありません。  

（2）介護保険適用の場合でも、保険料の滞納などにより、保険給付金が直接事業者に支払

われない場合があります。その場合は、一旦、実費負担にて全額料金を頂き、サービス

提供証明書を発行いたします。後日、利用者の住所地を管轄する市町の窓口に提出しま

すと、差額の支払いを受けることができます。  

（3）介護支援専門員が通常の事業の実施地域を越え、訪問等を行う場合には、通常の事業

の実施地域を越えた地点から、その交通費（実費。自動車を使用した場合は、路程１キロ

メートルにつき５０円）の支払いが必要となります。  

 

７  事業者の概要  

事業者名称  株式会社  アリスジャパン  

代  表  者  名  代表取締役    伊藤 健二  

本社所在地・電話  
広島県福山市王子町二丁目１１番６号  

ＴＥＬ  ０８４－９２３－０７２１  

事  業  内  容  
訪問介護・訪問入浴・在宅給食サービス・居宅介護支援・  

通所介護・福祉用具の販売・レンタル・大人用紙オムツの販売等  

 

８  事業所の概要                                                                 

事  業  所  名  居宅介護支援事業所 アリス福山北 

所  在  地  
広島県福山市駅家町近田１０２－５   

ＴＥＬ  ０８４－９７７－００３４   

事業者指定番号  ３４７１５０３５０２  

管理者・連絡先  
管理者  植村  美香  

連絡先⇒同上所在地と同じ                       

通常の事業の  

実施地域  
福山市、府中市、井原市  



 

 

 

９ 事業所の従業者体制等   

職   種  職務内容          人   員  

管理者  従業者及び業務の管理  １名  

介護支援専門員  居宅介護支援の提供  3名  （常勤  3名、非常勤０名）  

勤務時間  介護支援専門員  
常勤  8：30～17：30 

非常勤  8:30～12：30 13：30～17：30 

 

１０  営業日及び営業時間        

営業日  月曜日～金曜日                                              

営業時間  ８：３０～１７：３０  

    （注）年末年始（12/31～1/3）  

          土曜日、日曜日は休業日といたします。  

 

【２４時間連絡体制について】  

 事業所は、転送電話により２４時間連絡体制を確保し、かつ必要に応じて利用者等の相談に

対応する体制を確保します。  

                                                                              

１１  テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリング  

（１）利用者の同意を得る。  

（２）サービス担当者会議等で以下①～③について主治医、担当者その他の関係者の合意

を得ている。  

   ①利用者の状態が安定している。  

   ②利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポートを含

む）  

   ③テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、他のサ

ービス事業所との連携により収集する。  

      ２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）以上、利用者宅を訪問する。  

 

１２  虐待の防止のための措置  

   利用者の人権の擁護、虐待の防止の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、  

  次の措置を講ずるものとします。  

   (１ ) 虐待防止の為の対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、従業者に周知徹底を図る  

   (２ ) 虐待の防止の為の指針を整備する。  

   (３ ) 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施する。  

   （４）  前３号に掲げる措置を定期的に実施するための担当者を置く。  

 



  虐待防止に関する責任者     植村  美香  

 

   事業所はサービス提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やか

に  

   これを市町村に通報するものとします。  

   

１３  雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保  

   男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、  

   ハラスメント対策のため、次の措置を講ずるものとします。  

  (１ ) 従業者に対するハラスメント指針の周知・啓発  

  (２ ) 従業者からの相談に応じ、適切に対処するための体制の整備  

  (３ ) その他ハラスメント防止のための必要な措置  

 

１４  感染症の予防及びまん延の防止のための措置  

   感染症の予防及びまん延を防止するため、次の措置を講ずるものとします。  

  (１ ) 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電    話装置を活用して行うことができるものとする。）を概ね年に１回以上開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。  

  （２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。  

  （３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止の為の研修及び訓練を

定期的に実施する。  

 

１５  業務継続計画(ＢＣＰ )の策定等  

   事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援事

業の提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る為の計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じるものとす

る。  

  （１）事業所は従業者に対し、業務継続計画について説明、周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。  

  （２）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じての業務継続計画の変

更を行うものとする。  

 

１６  質の高いマネジメントの提供  

 ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る視点から、以下について利用者に説明を行いま

す。  

①前６か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉

用具貸与の各サービスの割合  

②前６か月間に作成したケアプランに位置付けた訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与の各サービスごとの提供回数のうち、同一事業所によって提供されたものの割合  

 

１７  秘密保持  



（１）  事業者は、利用者（又はその家族）から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等において、利用者（当該家族）の情報を用いることはありません。  

（２）  従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。  

（３）  従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約

の内容としています。  

 

１８  事故発生時の対応  

（１）  利用者に対する指定居宅介護支援の提供により、容体の変化、事故等があった場合は、

事前に打ち合わせを行った方法により、主治医、救急隊、親族、居宅サービス事業者、市

町等へ連絡をいたします。  

（２）  事業者は、事故が発生した場合は、事故の状況及び事故に際してとった処置について

記録するとともに、その原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます｡  

（３）  事業者は、サービスの提供に伴って、事業者の責に帰すべき事由により利用者の生命・

身体・財産・信用等を傷つけた場合には、その損害を賠償します。但し、事業者の責に帰

すべき事由によらない場合にはこの限りでは有りません。  

＊免責事項＊      ・  地震､噴火などの天災の事由による損害  

・  利用者の急激な身体状況の変化に起因する事故による損害  

・  契約書、重要事項説明書の説明にも基づかない損害  

 

１９  苦情対応窓口                                                      

 処理の体制  

・苦情があった場合は、ただちに管理者が相手方に連絡をとり、訪問調査する等して詳し

い事情を聞き状況及び事実確認を行います。  

・担当者が必要と判断した場合は、居宅サービス事業者も含め、検討会議を行います。  

・検討の結果、具体的な対応を行います。  

・記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てます。  

 

 ○  サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。  

事業所の窓口  

電話番号   ０８４－９７７－００３４                                        

FAX番号   ０８４－９７７－０３９３                                      

担当者      植村  美香   （管理者）  

対応時間   午前８時３０分～午後５時３０分  

 

広島県国民健康保険団体連合会  

電話番号   ０８２－５５４－０７８３  （対応時間  平日８：３０～１７：３０）  

福山市介護保険課                                        

        電話番号   ０８４－９２８－１１６６  （対応時間  平日８：３０～１７：１５）  

府中市健康福祉部長寿支援課  

        電話番号  ０８４７－４０－０２２２  （対応時間  平日８：３０～１７：１５）  

井原市役所介護保険課  



        電話番号  ０８６６－６２－９５１９  （対応時間  平日８：３０～１７：１５）  

 

２０  ご利用にあたってのお願い  

(1) 実習受入事業所  

当事業所は、介護支援専門員実務研修実習の受け入れ事業所です。対象期間におい

て実習者と同行訪問を行う場合があります。利用者と家族の尊厳が損なわれないよう

配慮いたします。ご協力をお願いいたします。  

(2) 医療と介護の連携  

入院する必要性が生じた場合には、担当介護支援専門員の氏名及び連絡先等を入院

先医療機関へ提供していただくようお願いいたします。  

   

 

 

  年   月   日 

 

本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事業者   株式会社  アリスジャパン 

住 所   広島県福山市王子町二丁目１１番６号 

代表者   代表取締役   伊藤 健二       印 

 

居宅介護支援事業所アリス福山北 

 説明者  職名 介護支援専門員   氏名            印 

 

 

 

 私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受けました。 

 

 利用者    住 所                   

 

        氏 名                 印 

 

 

 代理人    住 所                   

 

        氏 名                 印 

 

        本人との関係                

 

 

 



この重要事項説明書は、厚生省令第３８号（平成１１年３月）第４条の規定に

基づき、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 


